
措置件数（5,984件）の都道府県ごとの内訳 

 

［単位：件，（％）］ 

（注１）措置を採った親事業者の本社所在地により区分している。 

（注２）（ ）内の数値は全国計に占める比率であり，小数点以下第２位を四捨五入しているため，

合計は必ずしも 100とならない。 

別紙１ 

地区 都道府県 件数 割合 地区 都道府県 件数 割合

北海道地区 北海道 184 （3.1） 福井県 49 （0.8）

青森県 39 （0.7） 滋賀県 67 （1.1）

岩手県 49 （0.8） 京都府 154 （2.6）

宮城県 68 （1.1） 大阪府 716 （12.0）

秋田県 29 （0.5） 兵庫県 220 （3.7）

山形県 59 （1.0） 奈良県 23 （0.4）

福島県 59 （1.0） 和歌山県 32 （0.5）

303 （5.1） 1,261 （21.1）

茨城県 60 （1.0） 鳥取県 31 （0.5）

栃木県 58 （1.0） 島根県 34 （0.6）

群馬県 69 （1.2） 岡山県 110 （1.8）

埼玉県 160 （2.7） 広島県 138 （2.3）

千葉県 107 （1.8） 山口県 51 （0.9）

東京都 1,800 （30.1） 364 （6.1）

神奈川県 264 （4.4） 徳島県 18 （0.3）

新潟県 98 （1.6） 香川県 37 （0.6）

山梨県 29 （0.5） 愛媛県 39 （0.7）

長野県 85 （1.4） 高知県 18 （0.3）

2,730 （45.6） 112 （1.9）

富山県 45 （0.8） 福岡県 177 （3.0）

石川県 59 （1.0） 佐賀県 21 （0.4）

岐阜県 78 （1.3） 長崎県 30 （0.5）

静岡県 126 （2.1） 熊本県 37 （0.6）

愛知県 291 （4.9） 大分県 30 （0.5）

三重県 47 （0.8） 宮崎県 19 （0.3）

646 （10.8） 鹿児島県 30 （0.5）

344 （5.8）

沖縄地区 沖縄県 40 （0.7）

5,984 （100）全国計

関東甲信越地区計 四国地区計

中部地区
九州地区

中部地区計

九州地区計

近畿地区
東北地区

東北地区計 近畿地区計

関東甲信越
地区

中国地区

中国地区計

四国地区
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